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無線アクセスシステム

3-3-2  A Millimeter-Wave Broadband Wireless Access System Using Mobile
Tracking Technology

辻　宏之　 小川博世
Hiroyuki TSUJI and Hiroyo OGAWA

要旨
本論文は、ミリ波を利用した無線基地局と移動局間の新たな高速無線アクセスシステムを提案する。

提案するシステムの特徴は、移動局端末を駅などの公衆の場所での使用や、車などの移動体での使用に

対応させるために幾つかの基地局を広場や道路沿いに設置し、ミリ波を効率よく利用するために基地局

では移動局に対してアンテナビームを形成する。このため基地局にはアレーアンテナを装備し、追尾ア

ルゴリズムを使用して移動局の位置の追尾を行う。さらに、基地局の構成を簡潔化及び小型化するため

に、光無線融合技術を使用している。移動局の追尾では、高速に移動する端末に対しても正確な位置を

特定するために、移動局からの信号の到来方向を正確に推定するアルゴリズムを開発した。追尾性能を

改善するために移動局の到来方向と角速度の情報とマルチパス通信チャネルにおける散乱モデルを使用

した新たな追尾アルゴリズムを提案している。提案のミリ波帯広帯域無線アクセスシステムの可能性と

アレーアンテナを使用した追尾アルゴリズムの有効性を実証するために実験装置を開発し実験を行った。

We describe a new system for high-speed wireless access systems between base sta-
tions and mobile terminals. In the proposed system, the base stations are located along
street or in public facilities and formulate the antenna beam toward mobile terminals to uti-
lize the millimeter wave efficiently. The base station has an array antenna and tracks mobile
terminals by using a new tracking algorithm. A radio-on-fiber technique is used to simplify
and miniaturize the components of the base station. We propose a new tracking algorithm
that uses directions-of-arrival, angular velocities of mobile terminals, and scatter modeling
in multipath communications channels to improve the tracking performance. We also devel-
oped experimental equipment to demonstrate the feasibility of the proposed millimeter-
wave broadband wireless access system and the efficiency of the tracking algorithm using
an array antenna system. Finally, we discuss our simulation and experimental results.

［キーワード］
ミリ波，アレーアンテナ，ファイバ無線，到来方向推定
millimeter-wave, array antenna, radio-on-fiber, direction-of-arrival (DOA)

1 まえがき

近年、無線通信システムを使用し無線端末へ

広帯域ネットワークサービスを拡張することに

ますます興味が高まっている［1］～［4］。有線と無線

のネットワーク間のシームレスなインターフェ

ースを実現するために、大容量のデータ伝送技

術がこのような無線アクセスシステムには必要

となる。一方、マイクロ波帯以下の低い周波数

では、既存のシステムに利用されていたり、利

用可能な帯域幅が制限されていたりする。この

ような背景の下、ミリ波帯を使用した無線通信
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システムが注目されている。これは、ミリ波帯

においては利用できる帯域幅が広いため、高速

な通信の実現が容易であり、波長が短いためア

ンテナと無線機器の小型化が期待できるなどの

理由による［5］。しかしながら、ミリ波帯はその

特質上、建物及び他の構造物によって遮蔽され

やすく、更に空気による減衰を受けやすいとい

う性質を持っている［3］。また、他の無線通信シ

ステムと比較して、サービスエリア（セル）が小

さくなるため、従来のシステムと比較し多くの

基地局を必要とし、その結果基地局の設置には

多くの費用が必要と予想される。本研究ではこ

れらの問題を解決しかつミリ波帯の利点を活用

するために光無線融合技術とアレーアンテナ技

術を利用した新たな通信システムを提案する［6］。

このシステムでは各基地局において、希望信号

の方向に最大利得を与え、他の端末局からの干

渉波を抑制するためにアレーアンテナあるいは

方向選択可能なアンテナを装備している。また、

光無線融合技術が基地局の構成要素を単純化か

つ小型化するために使用されている。この技術

は、光ファイバによって制御局と基地局を接続

し、光波長多重サブキャリアの使用により、制

御局は基地局のアレーアンテナを直接制御する

ことを可能とする。このように、ミリ波帯を使

用した無線アクセスシステムにアレーアンテナ

技術と光無線融合技術を利用することは多くの

利点を生み出す。しかしながら、これらのシス

テムの実現には幾つかの課題が残されている。

例えば、移動局端末が基地局に接近するような

システムや移動局端末が移動中の乗り物の中で

使用されるようなシステムでは、移動局端末か

らの信号の到来方向は時間的な変化が大きくな

ることがあり、この場合移動中の端末にアンテ

ナビームを向けることは容易ではない。さらに、

移動局端末が素早く移動する場合、従来の到来

方向推定アルゴリズムでは移動局から到来する

信号の到来方向の推定誤差が大きくなる。これ

は到来方向を推定するためにアレーアンテナの

受信データの共分散行列の推定値を必要とする

からである。この問題を解決するために、移動

局端末の到来方向と角速度の情報を利用する新

たな移動局追尾手法が提案されている［7］。これ

ら二つのパラメータを使用することにより移動

局端末が非常に高速で移動する場合でも、他の

到来方向推定手法と比較して性能が改善できる。

本研究では、提案のアルゴリズムを改良し実時

間での処理を可能とし、移動局端末の周辺で起

こる散乱を考慮したアルゴリズムを開発した［8］～

［11］。これは、もとの手法では電波のマルチパス

を考慮に入れないモデルを使用しているため、

マルチパス伝送路の環境の中で使用される場合、

到来方向を正確に推定することができないから

である。

本論文では、以上の研究成果をまとめた新た

な広帯域無線アクセスシステムについて述べる。

特にシステムを実現するに当たり提案した幾つ

かの重要な要素技術の中で、アレーアンテナ及

び光波長多重技術を使用した移動体端末局の追

尾の実現可能性を中心に示す。この追尾システ

ムにおいては、マルチパス環境で追尾性能を改

善する到来方向推定アルゴリズムに注目する。

提案した移動体追尾システムの有効性を示すた

めに、シミュレーションによる評価及びアレー

アンテナ並びに光波長多重伝送システムを含む

幾つかの装置を開発し野外試験を行った。

本論文は以下のように構成される。2では、シ

ステムの概念について説明する。3及び4では、

移動体追尾システムのためのアンテナ設計及び

ミリ波の無線アクセスシステムのための重要な

技術について述べる。5と6では移動体追尾の

ためのアルゴリズムについて述べ、シミュレー

ションと野外試験によってその有効性を示す。

最後に結論を述べる。

2 広帯域無線アクセス･システムのシ
ステム概要

ここでは提案する広帯域無線アクセスシステ

ムについて詳細に述べる。図1は提案のシステム

の概念図を示す。このシステムでは、各基地局

がアレーアンテナ又は指向性選択可能なアンテ

ナを持ち、高速な通信のためにアレーアンテナ

は移動局からの信号の到来方向推定を行った後

に希望信号方向にアンテナビームを向ける。一

方、干渉波方向に対してはアンテナビームのヌ

ルを向ける。これは希望波の電力を増大させ、

受信波から干渉波を取り除くために行われる。
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基地局と端末局の見通し通信を維持するために

基地局を通りに沿って50～100ｍ間隔で設置す

る。また、マクロダイバシチ（あるいはサイトダ

イバシチ）がこのシステムで使用される。つまり、

障害物により基地局からの直接の通信路を妨害

されると、移動局端末は妨害されない他の基地

局と通信することになる。

このようなシステムを実現するに当たり幾つ

かの課題が考えられる。一つは、他の無線通信

システムと比較して、基地局の設置に相当な時

間と費用が必要ということである。この理由の

一つとして、基地局装置に利用可能なスペース

が限られているということが挙げられる。この

問題に対処するために、基地局で受信された信

号の情報を保持したまま制御局へ伝送すること

が可能な光無線融合技術が最近注目されている

［12］。この技術が無線通信システムの中で使用さ

れる場合、基地局ではラインコントロールスイ

ッチあるいは変調器／復調器のような複雑な装

置を必要とせず、制御局に集中させることがで

きる。

次に、図2（ａ）で示されるように、アレーアン

テナ制御のための基地局及び制御局の新しい構

成を提案する。リバースリンクでは、アレーア

ンテナの出力信号が直接光の信号の強度を調整

し、光ファイバによって制御局へ送信される。

リバースリンク及びフォワードリンク共構造は

ほとんど同じである。フォワードリンクでは、

変調器からの分割された信号が直接光信号の強

度を調整し、異なる光ファイバによって基地局

へ送信される。しかしながらリバースリンク及

びフォワードリンク両方のために同じ構造を使

用する場合、フォワードリンクにおいて幾つか

の問題がある。その一つとして、狭いビーム幅

及び高い利得でビーム形成を実現する難しさが

挙げられる。アレーアンテナを使用し、そのよ

うなビームパターンを実現するためには、一般

にはアンテナ素子の数を増加させなければなら

ない。素子の増加は、光波長多重の多重数を増

加させ、システムを複雑にする。さらに、受信

時では比較的容易であるアレーアンテナの校正

と比較してフォワードリンクの中で使用される

アレーアンテナの校正は一般に困難である。し

たがって、図2（ｂ）が示すように基地局及び制御

局の別の構成を提案する。アレーアンテナは移

動局端末の到来方向を単に推定するために使用

される。また、指向性切り替えアンテナ若しく

はセクタアンテナが通信のために使用され、到

来方向の情報に従い適宜指向性が切り替えられ

るようにする。図2（ｂ）で示される構成法は実現

が容易であり高いアンテナ利得が得られる一方、

複雑なビーム形成が行えないため、ビーム制御

による通信品質の改善の成果は低下すると考え

られる。

提案されたアンテナ構成法により、制御局に

ビーム形成、ハンドオーバ及び変復調を含むほ

とんどの装置を集中させることができる。制御

局に高性能なデジタル信号処理装置（DSP, digital

signal processor）を設置することも可能であるた

め、基地局は更に小型化できる。また、より適
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図1 システム概念図

図2 アレー信号処理のための基地局と制御局
の構成



切なDSPが開発されている場合、制御局のDSP

ユニットを容易に交換し、基地局を回収するこ

となくアレーアンテナ処理用のもっと高度なア

ルゴリズムを実行することができる。

3 ミリ波アクセスシステムのアンテ
ナ設計

3.1 アンテナ設計考察
ここでは、到来方向推定に使用されるアンテ

ナ設計と基地局と移動局端末間の通信を可能に

する構成について述べる。まず、アンテナ設計

の仕様について考える。本システムでは、基地

局と移動端末間の伝送において直接波と反射波

の振る舞いにより特徴づけられる。しかしここ

では簡単のためアンテナを設計する際には単一

の直接波のみを考慮する。設計は下記条件に基

づく：

・自由空間伝搬モデルを使用する。

・空気による伝送損失を考慮に入れる。

・中心周波数は59.5GHz。

・移動局端末の送信出力は10dBm。

・基地局及び移動局端末局間の距離は最大で

50ｍ。

・基地局アンテナの高さは5ｍ。

・CNR（Carrier-to-noise ratio）は少なくとも到

来方向推定に5dB、通信には15dB必要とす

る。

・チャンネルの帯域幅は、到来方向推定に

1MHz、通信用に50MHz必要とする。

・雑音指数（NF）は10dB。

・パッチアンテナを移動局端末用に使用し、

基地局では到来方向を推定するために使用

する。

基地局及び移動局端末間の回線設計を行うた

めに、アンテナの指向性（電界）を垂直面・水平

面とも対称であり、その形状をcosのn乗で近似

ができる仮想のアンテナを使用する［18］。すなわ

ちアンテナの指向性は以下のように定義され

る：

ここでφはアンテナの正面方向からの角度であ

る。ここでパッチアンテナの半値ビーム幅を ϑ

とすると、以下のように表すことができ、

ϑ=80°とすれば、nは1.3であると計算される。

さらに、アンテナの正面利得を半値ビーム幅の

関数として定義する［19］。その関数は以下に与え

られる。

ここでKgは単位を持たない定数であり、そして

ϑHとϑVは二つの直交する軸（つまり水平垂直面）
の半値ビーム幅（度）である。ここではKgの値を

24000として使用する。するとθ=80°のとき正

面利得Gfは5.74dBiと算出される。式（2）及び（3）

から以下のアンテナ利得の数学的モデルを得

る：

ここでφは基地局あるいは移動局端末から入射

する波の到来方向である。したがって、式（4）で

与えられる仮想アンテナはϑを変化させること
により、広いビーム幅を持つパッチアンテナや

狭いビーム幅を持つホーンアンテナを表現でき

る。

最終的に、CNRは式（5）で定義される。

ここでPTは送信電力、GTは送信側のアンテナ利

得、GRは受信側のアンテナ利得である。NPは雑

音電力であり、帯域幅が1MHz、NF=10dBのと

き－ 8 7 d Bm となり、帯域幅が 5 0MH z、

NF=10dBの場合は－104dBmとなる。さらに、

LfreeとLoxynはそれぞれ自由空間伝搬損失及び酸素

吸収損失であり、それぞれ20log10（λ/4πr）dB

と－16dB/kmで与える。GTとGRは式（4）により

計算される。これらのパラメータを用いて基地

局でのCNRを計算する。

3.2 セル配置
ここでは基地局と移動局端末間の通信及び到

来方向推定を行うためのセルの配置について述

べる。
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図3はここで提案する2種類のセル配置を示

す。一つは基地局の左側（あるいは右側）のエリ

アをカバーする片側放射システムである。もう

一つは、基地局の両側をカバーする両側放射シ

ステムである。これら二つのシステムは次の特

徴がある。

片側放射システム:

・伝達距離が長い。

・信号電力が効率的に使用される。

・マルチパス信号の影響が増加する場合があ

る。

両側放射システム:

・伝達距離が短い

・妨害確率は低くなる

・両端の電界強度が低い

・端末が基地局の下を通過するとき、移動局

端末でのアンテナビームを切り替える必要

がある。

さらに、基地局の配置についても考慮しなけ

ればならない。基地局のための可能な位置は道

路真上、あるいは道路脇に設置することが一般

的である。

以上の考察で重要なことは、図４で示される

ように基地局及び移動局端末のアンテナのボア

サイトの角度を最適に設定することである。し

たがって、幾つかの可能な角度を考慮しCNRを

計算した。

3.3 到来方向推定用のCNR
移動局からの信号の到来方向を推定するため

に基地局及び移動局端末の両方でパッチアンテ

ナが使用されると仮定する。前述のように、到

来方向を推定するために必要なCNRは5dBであ

り、それは5で提案するアルゴリズムの性能に

よって決定されている。到来方向推定用のアル

ゴリズムは復調又は同期のような処理を要求し

ないので、特別な信号（例えばパイロット信号）、

移動局端末からの制御信号及び基地局と移動局

端末間の通信信号などほとんどの信号を到来方

向推定に利用できる。また到来方向推定のみを

考えるため、推定に必要な帯域幅は1MHzとす

る。

以上の条件よりCNRを以下のように計算する。

3.3.1 両側放射システム

最初に基地局が道路の真上（y=0）に設置する場

合を考える。アンテナの角度を図4にあるように

両側をカバーするようにφB＝θB＝0°に固定す

る。またφMは0°に設定する。移動局端末が基

地局から x=25m遠ざかった場合、移動局端末方

向の基地局のGRは－12.65dBiになる。したがっ

て、基地局の受信側のCNRは

CNR＝4.80+GT (6)

と与えられる。この結果より、送信側のGTは、

推定に必要とされるCNR=5dBを得るために少な

くとも0.20dBi必要であることを示す。しかしな

がら、基地局方向への移動局端末の実際のGT
は－12.65dBiとなる。したがって、移動局端末の

方向を推定するため必要なCNRを得ることがで

きない。図5（a）は、式（5）を使い基地局と移動局

端末間の距離を変化させて得られたCNRを示す。

図5（b）と（c）は移動局端末アンテナのボアサイト

の角度がφM＝60°及び80°に傾けられた場合の

CNRを示す。すなわち移動局端末のアンテナだ

けが基地局の方へ傾けられる。これらの結果よ

り、基地局と移動局端末間の有効な距離が30ｍ

以内であることが分かる。

3.3.2 片側放射システム

この場合、両方のアンテナは互いに向かい合

うことになる。基地局及び移動局端末両方の角

度を変化させ、基地局の位置を変えた場合の

CNRを計算する。基地局が道路の上にある場合

に計算されたCNRを図6（a）（b）、道路わき（y0=0）

にある場合を図6（c）（d）（e）（f）に示す。これらの

結果が示すように基地局が道路の上にある場合、

すべての場所にわたり十分なCNRが得ることが

できる。一方、基地局が道路わきにある場合、

基地局アンテナは全エリアをカバーするために

例えばφB＝θB＝45°移動局端末へ傾ける必要が
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ある。これらの結果から、片側放射システムは

全ての領域にわたり到来方向推定を行う必要が

ある場合に使用できると考えられる。

3.4 通信のための所望CNR
基地局と移動局端末間の通信を確立するには、

帯域幅が50MHzで15dBのCNRが必要であると

仮定する。この理由は、

・BERは誤り訂正を行わない場合で10-5であ

る。

・変調方式はシングルキャリアのQPSKとす

る。

・遅延検波を使用する

と仮定し、文献［23］で示されるCNR対BER（bit-

error rate）の表により、所望のCNRを決定した。

次に、基地局及び移動局端末アンテナの設置

角度及び必要条件について述べる。

3.4.1 両側放射システム

基地局と移動局端末間の通信のために到来方

向推定と比較して帯域幅が50倍増加するため、

10dB程度の余分なCNRが必要となる。したがっ

て、両側放射システムの基地局と移動局にパッ

チアンテナ（n=1.3）を使用するような場合、問題

はより複雑になる。つまり、φB、θBそしてφMが

0°にセットされた場合、十分に大きなCNRは得

られないことになる。したがって、適切なCNR

を得るために移動局端末側のアンテナを傾ける

ことは必須となる。これは、移動局端末が基地

局の真下を通過する場合を考え、アンテナの前

後の指向性が切り替えられるアンテナを装備す

る必要があることを意味する。この場合、シス

テムの制御方法が更に複雑になるため、この配

置は提案されたシステムには適切でないと考え

られる。したがって、次の片側放射システムの

みをここでは取り上げることにする。

3.4.2 片側放射システム

まず、パッチアンテナ（n＝1.3）が基地局及び

通信総合研究所季報Vol.47 No.4 2001
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図4 アンテナビームの角度定義

図5 到来方向推定を行う場合のCNR（両側放
射システム）

図6 到来方向推定を行う場合のCNR（片側放
射システム）
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移動局端末で使用する場合を考える。φBとφMを

変化させたときに得られるCNRを計算する。

図7の結果より、移動局端末のアンテナの角度

がφM＝70°か80°の場合でも、基地局の角度φB

を50°あるいは60°に設定すれば、適切なCNR

（=15dB）が基地局から15ｍ以内に得ることがで

きる。したがって、基地局及び移動局端末間の

距離が0～15ｍである場合に通信を可能にする

ためには、φBとφMの角度は60°及び80°にそれ

ぞれ設定する必要がある。

基地局と移動局端末間の距離が15ｍ以上であ

る場合について考える。前の結果から、15mを

超える距離で移動局端末と通信を実現するため

には基地局でパッチアンテナを使用することが

できないと分かった。したがって、異なるビー

ム幅を持つアンテナ、つまりアンテナ利得が異

なるアンテナが基地局で使用する場合、通信を

確立するために必要なアンテナ利得がどの程度

必要かを考察する。

到来方向推定の場合の結果に基づき、移動局

端末アンテナの角度をφM＝80°とする。また、

基地局アンテナの角度はφB＝80°とした。つま

り、角度φB及びφMを固定し、基地局でアンテナ

のビーム幅を変化させることによりCNRを評価

する。図８は、そのときのCNRを示す。シミュ

レーションの結果より、ビーム幅15°アンテナ利

得を20dBに設定したとき、基地局及び移動局端

末間の距離が15ｍ以上の場合でも通信が可能で

あることが分かる。

4 ミリ波無線アクセスシステム実
現のための要素技術

4.1 光波長多重伝送
提案されたシステムにおいて、制御局と基地

局間で伝送を行う場合、アレーアンテナの各素

子で送受される信号の振幅及び位相に関する情

報は非常に重要である。これは到来方向推定及

びアンテナビーム形成が信号の振幅及び位相に

よって影響されるためである。このため光波長

多重（WDM, Wavelength-division-multiplexing-

subcarrier）伝送は基地局と制御局間で信号を送

受するために適している技術であると考えられ

る。そこで提案のアレーアンテナシステムで光

波長多重を使用する伝送装置を開発した［13］。本

節ではこのシステムの詳細について述べる。

図９は、光波長多重システムの構成を示した

ものである。このシステムは光―電気若しくは

電気―光の変換を波長の異なる光で変換を行う

変換器、複数の光信号を合成する光カプラ、光

のバンドパスフィルタ（BPF）及び増幅器で構成

される。基地局から制御局へのリバースリンク

では、アレーアンテナの各素子で受信された信

号はそれぞれ異なる波長を備えたレーザダイオ

ードによって電気―光変換が行われる。また、

その出力は基地局の中の光カプラによって混合

される。制御局では多重信号が光カプラ及び

BPFによって異なる波長の光信号に分割された

後、光―電気変換器により元の受信信号に戻さ
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図7 通信を行う場合のCNR（片側放射システ
ム）

図8 狭いビーム幅のアンテナを用いた場合の
CNR（片側放射システム）
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れる。レーザとフォトダイオードの現時点での

入手のしやすさから、このシステムの中間周波

数（IF）を1.5GHzに選んだ。また多重信号を分離

する光BPFの特性を考慮して多重サブキャリア

数を４とした。その他の仕様は表1に示す。仮に

多重サブキャリアの数を2倍にすると、フォワー

ドリンク及びリバースリンク用の光ファイバは

共有することができる。この場合、信号間の干

渉と光波長多重送信のコストを増加させること

になる。したがって、この時点ではフォワード

リンク及びリバースリンクのために別々の2本の

ファイバを使用することが合理的であると考え

られる。

4.2 追尾システム用ミリ波帯アレーアンテナ
本論文のはじめに、端末局にアンテナビーム

を向けるために基地局が移動局端末の位置を推

定しなければならないと述べた。この節では移

動局端末からの信号の到来方向推定のために使

用されるアレーアンテナについて述べる。ミリ

波帯は周波数が非常に高いので、ミリ波帯のア

レーアンテナの製作には多くの技術が要求され

る。本システムではアンテナ素子としてマイク

ロストリップアンテナ（MSA）を使用するアレー

アンテナを開発した［14］。MSAは写真リソグラフ

エッチング技術を使用するため正確な素子間隔

を持つようなアレーアンテナを製造するために

適している。図10で示されるようにこのアレー

アンテナは多層構造である。このMSAは“電磁

結合型マイクロストリップアンテナ”あるいは

“proximity-coupledマイクロストリップアンテ

ナ”と呼ばれる。このアンテナの中心周波数は

59.5GHzである。このアンテナは、素子間隔が波

長の半分であり長方形のパッチアンテナの4素子

をもつリニア・アレイアンテナである。素子間

の相互結合を均一化するために配列の両端にダ

ミー素子が置かれている。放射パッチとフィー

ドラインの間の相互作用により放射パッチには

中央層のフィードラインによって供給される。

開発したアレーアンテナ及び到来方向推定ア

通信総合研究所季報Vol.47 No.4 2001
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図9 WDMS伝送システム（4サブキャリア）

表1　光波長多重伝送の諸元

1298.3mm
1304.2mm
1308.5mm
1315.4mm

Optical wavelength λ

+9dBmOptical Transmission Power

＜-38dBCross-talk

＞43dB
CNR (m=20％, Bandwidth=50
MHz, Fiber length=4km)

1.4-1.6GHzFrequency

図10 マイクロストリップアレーアンテナの
構造
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ルゴリズムを使用して、電波暗室内で到来方向

推定の実験を行った。最初に回転台上にアレー

アンテナを置き、0度にアンテナの角度を設定す

る。次に、推定値が0度となるように各受信信号

の位相及び振幅の調整を行った（実際には、ベー

スバンド信号にて複素係数を調整することによ

り実現している）。この実験では、アレーアンテ

ナとホーンアンテナ間の距離を3.5ｍとし、送信

電力は10dBmとした。調整の後、回転台を回転

させ幾つかの角度で到来方向を測定した。その

結果を図11に示す。結果より実際の到来方向と

推定された到来方向間の誤差が3.2度以内にある

ことが確認された。また、標準偏差は1.6度だっ

た。これにより、光波長多重伝送技術とアレー

アンテナを使用したシステムが正常に動作して

いることが確認された。

5 ミリ波アクセスシステム用追尾
アルゴリズム

5.1 移動端末局の到来方向推定
アレーアンテナを用いて基地局と特定のユー

ザ間の通信を最適化するために、基地局のアン

テナビームを形成するためのアレーアンテナの

重みベクトルを決定する方法が幾つか提案され

ている。一般に用いられている到来方向推定及

び重み決定用のアルゴリズムは文献［16］に要約さ

れている。適切なビーム形成方法のうちの一つ

として、信号入射の方向（到来方向）の情報の使

用により重みベクトルを決定する方法がある。

このような到来方向情報を基にした方法は高速

通信システムに拡張することができる。これは

到来方向がフォワードリンク及びリバースリン

ク中の唯一の共通のパラメータであるため、両

リンクにおいてビーム形成が容易に実現できる。

また、参照信号などを必要とする他の重みベク

トルを決定する手法では同期や復調などの処理

が要求されるのに対して、到来方向情報を基に

した方法はこれらの処理を必要としないため、

高速な信号を容易に扱えるためである。さらに、

指向性選択可能なアンテナが基地局及び移動局

端末間の通信のために使用される場合、到来方

向に関する情報はアンテナの指向性を選択する

のに利用できる。しかしながら、到来方向に基

づいた方法は到来方向推定及び重み決定を独立

して実行する必要があるため、それらの処理に

対する負荷を考慮する必要がある。提案された

アクセスシステムの最も重要な特徴の一つとし

て、移動局端末が自動車のように高速に移動す

る場合でもビーム形成のための正確な到来方向

推定が実時間で行えるようにすることである。

この章では、文献［15］で提案されている周辺散乱

モデルを導入にすることにより移動局端末の追

尾能力を改善する新しい方法について述べる。

さらに、シミュレーションによって提案された

手法の有効性を示す。

5.2 信号のモデル
最初に、到来方向を推定するための信号のモ

デルについて説明する。Ｍ個の素子が等間隔Ｄ

で直線に並べられたアレーアンテナに、Ｎ個の

狭帯域信号がそれぞれ異なる方向、θn (t) から入

射する場合を考える。マルチパス伝送路環境で

は、受信信号は以下のように記述できる。

ここでy (t) ＝［y1 (t), …, yM (t)］T は複素観測信号
で構成されるM×1ベクトル、βnk、τnk、とθn
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図11 マイクロストリップアレーアンテナに
よる到来方向推定結果



(t)＋θ̃nk (t) はn番目の信号を発信源とする k番目

の到来信号のそれぞれ振幅、遅延時間及び到来

方向である。また、Pnはn番目の信号源からの周

辺散乱信号の総数である。v (t) は平均値0，分散

σv2の白色雑音で構成されるM×1の観測雑音ベ

クトルであり，sn (t)とは相関がないとする。そし

てλは搬送波の波長である。

提案されたシステムでは、基地局が移動局端

末上の高い位置に設置されるため，基地局に入

射する信号の角度広がりは小さいと仮定する。

すなわち、基地局は移動局端末の周辺物から離

れていて、信号の散乱は主に移動局端末の周辺

で発生すると考える。そこで、文献［15］のモデル

の使用により周辺散乱信号をモデル化する。信

号の遅延は　　　　　　　　　　のように位相

シフトで近似でき、式（8）のTaylor展開を利用す

ると，以下の式を得る。

ここで、fcは搬送波の周波数、ψnは非ゼロで

あり、n番目の信号の複素振幅を含んでいる。そ

こで、ステアリングベクトルを式（10）のように

再定義する。

ここでは新たに散乱パラメータγn＝ζn/ψnを定義

した。さらに、ζと│γn│が小さな値をとるとす

ると、式（10）のã (θn(t) )のm番目の要素は

と近似することができる。

以上より、周辺散乱を考慮したアレーアンテナ

受信信号モデルを次のように定義する。

5.3 到来方向推定
この節では、前述の周辺散乱モデルを使用し

目標が移動する場合の到来方向推定手法につい

て述べる。このアルゴリズムの簡単な原理は図

12で示される。サンプリング間隔Tsとインデッ

クスkによって連続時間をt＝kTsで離散時間と

して扱う。ここで短時間での到来方向の軌跡を

直線で近似できると仮定する。つまり

と記述する。ここでαn(k)は時間kのn番目の目標

物の角速度である。また、j(m－1)ζαn(k) lTs の値

が非常に小さいと仮定すると、式（11）の

bmn (k－lk)を式（16）に示すように近似を行う。

［1－j(m－1)ξαn(k) lTs｛cosθn(k)－γnsinθn(k)｝］
さて、ここでモデル誤差の重み付の和である評

価関数J (k)を以下のように定義する。

ここでρkは時間kにおける忘却係数であり、0<

ρk―＜1.を満たす。

88 通信総合研究所季報Vol.47 No.4 2001
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図12 到来方向の直線近似モデル
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到来方向と角速度は評価関数 J(k) を最小化す

ることにより求める。角速度αn(k) は J(k) の線形
パラメータであり到来方向 θn(k) は非線形パラメ

ータであるため、αn(k) は最小2乗法により求め
ることができ、θn(k) はニュートン型の再帰アル

ゴリズムにより求めることができる。

最初に J(k) を最小化する角速度αn(k) を求める
式を導出する。具体的には J(k) をαn(k) で微分し
0とすることにより求める。したがって

となり、角速度は以下の式で表される。

次に、評価関数 J(k) を最小にする到来方向θn(k)

を考える。前述のように到来方向θn(k) は非線形

パラメータであるため以下のようなニュートン

型の再帰的アルゴリズムにより推定値を求める。

ここでθ(k) ＝［θ1 (t), …,θn (t)］T はN×1の到来
方向ベクトルであり、ηはステップサイズであ

り0<η<1を満たす。 g(k) とH(k) はそれぞれJ(k)

の勾配ベクトルとヘシアン行列であり以下に示

される。

これらの結果をまとめ、次の再帰的な手続きを

得る：

時刻k－1における到来方向の推定値θ̂

（k－1）と角速度の推定ベクトル

α̂(k－1)＝[α̃1(k－1), α̃2(k－1), …, α̃N (k－

1)]Tを与える。

θ̃(k－1)とα̃(k－1)を使って仮の到来方向

推定値θ̃(k) を計算する。

ステップ２で得られた到来方向推定値θ̃

(k)と最小２乗法により複素振幅を持つ

s̃ (k) を推定する。

α̃(k)とθ̃(k) を式（19）と（20）を使ってそれ

ぞれ更新する。

kをk+1としてステップ２に戻る。

到来方向についての評価規範の真値の周辺にお

けるconvexityは、文献［7］で示されている方法と

同様にして示すことができる。したがって、上

記の手法により正確な推定値を得るためには少

なくとも初期値として真値の周辺の値を与える

必要がある。このため初期推定値を得るために

他の手法（例えばMUSIC［17］など）を使用する。

・
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5.4 散乱パラメータの推定
一般に、散乱パラメータγは未知であり、観

察信号を用いて推定する必要がある。式（14）の

中で散乱パラメータγn(k) はJ(k) の非線形パラメ

ータなので、散乱パラメータの推定値を得るた

めに再帰的なアルゴリズムあるいは他の方法を

適用する必要がある。文献［15］や［21］で示されてい

るように、散乱パラメータの推定に注目した幾

つかの手法が提案されている。しかしながら、［15］

で示された方法は固有値分解の処理を含み計算

量が多く、実時間の追尾アルゴリズムには適当

ではない。また、［21］で述べている別の方法は、

散乱パラメータを得るためにある程度の観察デ

ータ数と再帰的な処理を必要とする。したがっ

て、本論文ではJ(k) の中の散乱パラメータを線

形化することを考え、式（10）の中で使用されて

いるモデルをわずかに修正した。

ステアリングベクトルは以下のように与えら

れることに注意して、

パラメータγnとαn lTsが忘却係数により与えられ
る有効な時間窓の間で小さな値であると仮定す

る。そこで式（10）のステアリングベクトルを以

下のように近似する。

この導出は、αnとγnについて線形化するために
αnとγnに関する高次の項を切り捨てることによ
り実現している。式（23）で与えられる修正の結

果、パラメータγn(k) はαn(k) を推定する同様の
手法で推定することができる。

そこで式（17）と同様の新しい評価関数を再定

義する。

γn(k) は複素数、αn(k) が実数であることに注意
をして、J2(k) を最小化するγn(k) は、次の式を解

くことにより求められる。

この結果、散乱パラメータは以下のように推定

できる：

5.5 シミュレーション結果
シミュレーションでは、素子間隔が搬送波の

波長の半分であり、等間隔に配置された4素子の

直線配置アレーアンテナを使用する。また、観

察信号は50個の周辺散乱波を含み入射角が標準

偏差δの正規分布とする。入射角の標準偏差は

文献［22］に基づき2°、5°及び8°とした。他のシ

ミュレーション条件は表2に示す。

このシミュレーションでは、自由空間伝搬損

失とドップラー効果だけを考慮し、目標物（移動

局端末）の移動とともに各アンテナ素子の出力の

CNRが変化するようにした。

以下のシミュレーションでは端末が x＝－25m

の場所においてCNRが1素子当たり5dBとなる

ように設定した。

図13は、移動局端末が一つの場合の真の到来

方向（破線）、提案の手法（実線）による推定結果

を示す。このとき到来方向の標準偏差はδ=5°、

初期化速度としてαcc＝0m/s2と－10m/s2を与え
た。図14には、本手法と文献［8］により得られた

到来方向推定値の2乗誤差をそれぞれ実線及び1
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点鎖線で示す。また、これらのシミュレーショ

ンでは、初期の到来方向及び初期の角速度は既

知であると仮定した。表3には、このときの平均

2乗誤差（MSE）を示す。

図13の結果より、提案のアルゴリズムは少な

いアンテナ素子数にもかかわらず、移動端末局

を正確に安定して追尾できることが示されてい

る。図14の結果では、文献［8］の手法と比較して

提案の手法がより正確に到来方向を推定できる

ことが分かる。また表3の結果から、提案の手法

は周辺散乱の影響が軽減できることが確認され

た。

6 野外実験

6.1 追尾用信号処理装置
実時間による到来方向推定を実現するために、

信号処理装置（DSP）を使用して提案のアルゴリ

ズムを実行した。図15で示されるように、DSP

装置は、A/D変換器、アルゴリズム実行用のメ

インプロセッサ及びシステムの制御やコンピュ

ータの間のインターフェースなどに利用される

サブプロセッサ（TMS320C40）から構成される。

メインプロセッサとしてコンパック（以前のDEC）

アルファ－500－MHzプロセッサが使用されて

いる。また、計算の処理量に応じてメインプロ

セッサは追加することが可能である。

実際の野外実験を行う前に、開発した追尾シ

ステムの性能を確認するためにアレーデータシ

ミュレータを構築し予備実験を行った。このア

レーデータシミュレータはアレーアンテナで受

信されるデータを模擬的に出力することができ、

仮想の移動局端末からの信号の到来方向及び強

度を時間と共に変化させることができる。図16

に速度が180km/hに設定された仮想移動局端末

を追尾した結果を示す。このときアンテナ高は

5m、サンプリング周波数は5kHz、CNRは3dB

とした。また、この実験では周辺散乱は考慮し

ていない。この実験により追尾システムが正確

に実時間で到来方向を推定できることが確認さ
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表2　シミュレーション諸元

QPSK
5mm

Isotropic
5kHz
25m/s
0.30
0.98
5m
50m

2°, 5°, 8°

Modulation scheme
Wavelength λ

Pattern of the element antenna
Sampling rates

Initial velocity of the mobile
Step size η

Forgetting factor ρ
Base station height h

Service distance L
Standard deviation δ

図13 単一移動局の到来方向推定結果

図14 推定結果の平均2乗誤差（acc=0m/s2）

表3　到来方向推定値の平均2乗誤差

δ=8°δ=5°δ=2°Aacc=0m/s2

4.914.381.97提案の手法

8.765.702.81文献［8］の手法
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れた。

6.2 実験システム
追尾アルゴリズムの有効性及び提案したミリ

波帯広帯域無線アクセスシステムの実現性を確

認するために、テストコースにて野外実験を行

った［20］。図17は、実験システムの構成を示す。

移動局端末は信号発生器とマイクロストリップ

アンテナを装備している。

基地局は、アレーアンテナ、周波数変換装置、

E/O変換器及びマルチプレクサーから構成され

る。基地局は4で述べたマイクロストリップ型

アレーアンテナを装備している。制御局は、デ

マルチプレクサ、O/E変換器、直交検波器、

A/D変換器、DSP及びPCから構成される。5で

提案された追尾アルゴリズムは、DSPに実装さ

れている。また、到来方向の推定結果はPCに保

存される。この実験では周辺散乱を考慮しない

推定モデルを使用した。これは周辺散乱を考慮

したモデルでは到来方向と角速度の推定と同時

に散乱パラメータを推定する必要があり、現在

の構成では計算量に制限があったためである。

図18に基地局及び移動局端末の位置関係、図19

にはこのときの実験の様子の写真を示す。この

実験では、測定装置の構造上の理由から道路わ

きに基地局アンテナを設置した。3の基地局と移

動局端末のアンテナ構成について考察したよう

に、基地局アンテナの設置角度は移動局端末の

方向へφB＝45°の角度で設置し、垂直方向へは

θB＝45°の角度に設置した。また、移動局端末

の到来方向推定に必要な理論値のCNRより多少

のマージンを見込み、移動局端末のアンテナの

角度をφM＝90°に設定した。移動局端末及び基

地局アンテナの高さはそれぞれ2ｍと4.7mとし

た。搬送波の周波数は59.5GHz、中間周波数は

1.5GHz、また、受信信号のサンプリング周波数

は1kHzである。送信信号は無変調信号を使用し

た。

6.3 野外実験の結果
実験で得られた移動局端末からの信号の到来

方向推定値を図20及び図21に示す。細い線は実

際の角度であり、太い線は推定された角度を示

す。水平軸は時間（秒）を示し、垂直軸は基地局

アンテナで受信される信号の到来方向を示す。
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図15 到来方向推定とビーム形成のための
DSP

図16 DSPを使った到来方向推定
（CNR=3dB）

図17 実験システムの構成

図18 基地局と移動局の位置構成
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図20の結果で示されるように、移動局端末を基

地局の周りを約10km/hで移動させた。移動局端

末が基地局から遠く離れると、到来方向の推定

が変動していることが分かる。これは距離によ

る信号の減衰のためCNRが低くなるためと考え

られる。この結果より5°の誤差内で到来方向が

推定できていることが分かる。

図21では、移動局端末が基地局の真下の地点

から80m離れた地点まで移動し、その地点から

基地局に近づくように移動した。このとき移動

局端末の速度は、基地局の近くにおいて約

55km/hに達した。このように移動局端末が高速

に移動しても、本システムは実時間で移動局の

軌道を正確に追尾できることが確認された。 7 むすび

本論文では、ミリ波帯広帯域無線アクセスシ

ステムを提案し、ミリ波帯アレーアンテナを備

えた移動局端末追尾システム及び光波長多重伝

送システムを開発した。さらに、マルチパス伝

送路における周辺散乱モデルを使った新たな移

動局追尾アルゴリズムを提案した。ミリ波帯ア

レーアンテナと光波長多重伝送システムを使用

した移動局端末からの信号の到来方向を推定す

る幾つかの実験を行い、提案のシステムの有効

性を確認した。今後は追尾システムとデータ伝

送の両方を含む研究に注目する予定である。
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図19 野外実験

図20 野外実験における到来方向推定結果1

図21 野外実験における到来方向推定結果2
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